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�愛媛県告示第１４５２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５３号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

発 行 愛 媛 県
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指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

医療法人ミネルワ会 松山市空港通七丁目１３番３号 訪問看護ステーションミネル
ワ 松山市高岡町３０２番地２ 精神通院医療 平成２７年

１２月１日

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号 精神通院医療 平成２７年

１２月１日

医療法人康仁会 四国中央市三島金子二丁目７
番２２号

訪問看護ステーションにしお
か

四国中央市三島金子二丁目７
番２２号 精神通院医療 平成２７年

１２月１日

株式会社クロス・サービス 松山市来住町１４５８番地４ 訪問看護ステーションてとて 松山市来住町１０５７－１ 精神通院医療 平成２７年
１２月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２７３４号 平成２７年１２月１８日

平成２７年１２月１８日金曜日 第２７３４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１４５５号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２７年度の事業計画を、平成２７年１２月９日次のとおり定めた。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４５６号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２７年度の事業計画を、平成２７年１２月９日次のとおり定めた。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４５７号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４５８号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 大 森 利 夫

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２８年２月１４日（日） 松山市花園町３－６
学校法人河原学園愛媛医療専門大学校

平成２８年２月２１日（日） 今治市旭町２丁目３－５
一般財団法人今治地域地場産業振興センター

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第１４５４号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 大 森 利 夫

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２８年２月１４日（日） 松山市花園町３－６
学校法人河原学園愛媛医療専門大学校

平成２８年２月２１日（日） 今治市旭町２丁目３－５
一般財団法人今治地域地場産業振興センター

４ 受講料

４，５００円

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

大 洲 市 長浜の一部 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

新谷の一部 〃 地籍調査

菅田の一部 〃 〃

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 伊予山海地区（伊
予市） 平成１７年３月６日

広域営農団地農道整備事業 大崎下島（今治
市） 平成１７年８月３１日

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

新谷の一部 平成２８年３月３１日まで 数値情報化

大 洲 市 長浜の一部 〃 〃

愛 媛 県 報平成２７年１２月１８日 第２７３４号
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平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

東温市山之内字竹谷乙３４７、乙３５２から乙３５９まで、乙３６０の１、

乙３６０の２、乙３６０の５から乙３６０の７まで、乙３６０の１０、乙３６１、

乙３６４の１から乙３６４の３まで、乙３６５の１、乙３６５の２、乙３６６、

乙３６７の１、乙３６７の２、乙３６８の１、乙３６９の１から乙３６９の１０ま

で、乙３６９の１２から乙３６９の１４まで、乙３７０の１、乙３７０の２、乙３７

１、乙３７３の１、乙３７３の２、乙３７４、乙３７５、乙３７７の１、乙３７７の

２、乙３７８から乙３８２まで、乙３８５から乙３８８まで、乙３８９の１、乙

３８９の２、乙３９０の１、乙３９０の２、乙３９１から乙４０２まで、乙４０３の

１から乙４０３の３まで、乙４０３の５、乙４０４の１、乙４０４の２、字景

谷乙４０５の１、乙４０５の３、乙４０６の１、乙４０８から乙４１５まで、乙

４１６の１、乙４１７から乙４２５まで、乙４２７の１、乙４２７の４、乙４２８の

１、乙４２８の２、乙４３０、字烏滝乙４３２、乙４３４、乙４３５、乙４３６の１

から乙４３６の４まで、乙４３７の２から乙４３７の４まで、乙４３８の１、

乙４３９の１、乙４３９の３、乙４４０の１、乙４４０の２、乙４４１の１、乙

４４１の３、乙４４１の４、字美ノ谷乙４４２、乙４４３の１、乙４４４の１、

乙４４６、乙４４７、乙４５０から乙４５５まで、乙４５６の１、乙４５７、乙４５８

の２、乙４６０の１、乙４６０の２、乙４６１から乙４６３まで、乙４６４の１、

乙４６５、乙４６６の１から乙４６６の４まで、乙４６７、乙４６８の１、乙４６８

の２、乙４６８の４、乙４６９の１、乙４７０、乙４７１の１、乙４７１の３か

ら乙４７１の８まで、乙４７２、乙４７３、乙４７４の１、乙４７４の３から乙

４７４の８まで、乙４７５の１から乙４７５の３まで、乙４７６の１から乙４７

６の４まで、乙４７７、乙４７８の１、乙４７９から乙４８５まで、乙４８６の１、

乙４８６の２、乙４８７から乙４９１まで、乙４９２の１、乙４９２の２、乙４９３、

乙４９４、乙４９５の１、乙４９５の２、乙４９６、乙４９７の１、乙４９７の３、

乙４９７の４、乙４９８、乙４９９の１、乙４９９の２、乙５０１の１から乙５０１

の４まで、字大野乙５０２の１から乙５０２の３まで、乙５０３、乙５０５、

乙５０７の１から乙５０７の４まで、乙５０８の１、乙５０９から乙５１４まで、

乙５１６、乙５１７の３、乙５１９の１、乙５２０、乙５２１の１、乙５２１の３、

乙５２２の１、乙５２２の２、乙５２４の１、乙５２４の２、乙５２６の１、乙

５２６の２、乙５２７、乙５２８の１、乙５２８の２、乙５２９の２、乙５３０、乙

５３１の１、乙５３１の２、乙５３２の１から乙５３２の１８まで、乙５３３、乙

５３４の１から乙５３４の４まで、乙５３５、乙５３６の１、乙５３６の２、乙

５３７の１、乙５３８から乙５４３まで、乙５４４の１、乙５４４の４から乙５４４

の７まで、乙５４５の１、乙５４６、乙５４７、乙５４８の１から乙５４８の３

まで、乙５４９、乙５５０の１、乙５５０の３、乙５５１の１から乙５５１の３

まで、乙５５２の１から乙５５２の３まで、乙５５３、乙５５４の１から乙５５

４の３ま で、乙５５５の１、乙５５５の２、乙５５６の１、乙５５６の２、乙

５５７の１、乙５５７の２、乙５６０の１、乙５６０の２、乙５６０の５、乙５６０

の９

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び東温

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４５９号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

大正２年１０月２日愛媛縣告示保編第１號

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

東温市山之内字本谷乙２０７の１から乙２０７の３まで、乙２０８の

１、乙２０８の７、乙２０８の１０から乙２０８の１３まで、乙２０８の１５、乙

２０８の１６、乙２０９の１、乙２０９の７、乙２０９の１３、乙２０９の１５か ら

乙２０９の１７まで、乙２１０の１から乙２１０の３まで、乙２１１の２、乙

２１１の３、乙２１５の２、乙２１５の３、乙２１６の１から乙２１６の４ま

で、乙２１７の１から乙２１７の４まで、乙２１８、乙２１９の２、乙２１９

の３、乙２２０の１から乙２２０の３まで、乙２２１の１、乙２２２の１、

乙２２２の２、乙２２２の５、乙２２２の６、乙２２２の１０から乙２２２の２２

まで、乙２２２の２７、乙２２２の３５から乙２２２の４３まで、乙２２２の４５、

乙２２３、乙２２４、乙２２７から乙２３３まで、乙２３４の１、乙２３４の２、

乙２３５の１、乙２３５の３、乙２３６から乙２３９まで、乙２４１の２、乙

２４２、乙２４３の１、乙２４４、乙２４５、乙２４７から乙２４９まで、乙２５３、

乙２５４の１、乙２５４の２、乙２５５の１から乙２５５の５まで、乙２５５

の７、乙２５５の９から乙２５５の１１まで、乙２５７、乙２５９、乙２６０、

乙２６２から乙２６６まで、乙２６９から乙２７３まで、乙２７６の１、乙２７６

の２、乙２７７の１から乙２７７の３まで、乙２７７の５、乙２７７の６、

乙２７８の１、乙２７８の３から乙２７８の５まで、乙２７８の７、乙２８１、

字本谷北平乙２８２から乙２８４まで、乙２８７、乙２９１、乙２９２の１か

ら乙２９２の３まで、乙２９３から乙２９５まで、乙２９８、乙３０２、乙３０３、

乙３０７、乙３０８、乙３１０から乙３１２まで、乙３１４の２、乙３１４の３、

乙３１５の２から乙３１５の４まで、乙３１７の１から乙３１７の５まで、

乙３１８の１、乙３１８の２、乙３１９の１、乙３２３の１から乙３２３の５

まで、乙３２５の１から乙３２５の４まで、乙３２６の１から乙３２６の３

まで、字コズクヱ谷乙３２７の１から乙３２７の５まで、乙３２８から

乙３３１ま で、乙３３２の１、乙３３２の２、乙３３３の１、乙３３３の２、

乙３３４から乙３３６まで、字竹谷乙３３７、乙３４０、乙３４２、乙３４３

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法
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� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁及び東温市役

所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４６０号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成１８年６月愛媛県告示第９８６号）

の一部を次のように改正し、平成２８年１月１日から施行する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共通仕様

書は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課及び土木部土木管理局土

木管理課並びに各地方局産業経済部産業振興課及び建設部管理課並

びに四国中央土木事務所用地管理課、今治土木事務所管理課、久万

高原土木事務所用地管理課、大洲土木事務所事業管理課、八幡浜土

木事務所管理課、西予土木事務所用地管理課及び愛南土木事務所用

地管理課に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４６１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２７年１２月２０日から

平成２８年３月３１日まで

３ 作業地域 新居浜市 船木地区

�愛媛県告示第１４６２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４６３号
貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２４条の６の４第１項第２号の規定に基づき、次のとおり貸金業者に対し、業務の全部（弁済の受領及

び債権の保全行為に関する業務を除く。）の停止を命じた。

平成２７年１２月１８日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１４６４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第１４３１９号 平成２６年
９月２日 近藤設備工業� 櫛部 光孝 西条市旦之上甲２６９－２ 平成２７年

１１月４日 消防施設工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１１４７３号 平成２４年
４月１１日 �ヤマダ 川田 真示 西条市朔日市７８６ 平成２７年

１１月１０日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第１３９３号 平成２３年
６月１日 東建設� 大本 諭 西条市三芳６６８－５ 平成２７年

１１月１９日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（特－２６）第９４１９号 平成２６年
１１月２７日 �日電 日浅 博之 今治市町谷甲６８１－１２ 平成２７年

１１月１９日 電気通信工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第８９９０号 平成２３年
１月５日 �近藤硝子店 近藤達之介 四国中央市土居町入野９２

４－２
平成２７年
１１月２０日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業、水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

商 号 又 は 名 称 氏 名 主たる営業所の所在地 登 録 番 号 登 録 年 月 日 業務停止の期間

櫻田商会 櫻田 初枝 松山市三津三丁目３番１１号 愛媛県知事（１）第０２２００号 平成２６年６月１７日
平成２７年１２月１８日から
平成２８年９月１２日まで
（２７０日間）
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公 告

�愛媛県告示第１４６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－２４）第２２０３号 平成２４年
７月２３日 南予建設� 岡田 正寿 南宇和郡愛南町蓮乗寺１９

３
平成２７年
１１月１１日 土木工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２２）第３６３７号 平成２２年
１２月２１日 上田電機工業所 上田 高士 八幡浜市１２２６－８ 平成２７年

１１月１７日
電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号

八幡浜市郷１番耕地９１３番地２地先から

同市郷２番耕地６０番地４まで
旧 １０．８～６４．０ ０．８０２

八幡浜市郷１番耕地９２８番地先から

同市郷２番耕地６０番地４まで
新 １０．８～１７０．１ ０．７９１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町亀浦１２８３番２から

同町亀浦７５５番４まで
平成２７年１２月１８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線 西宇和郡伊方町三崎４５９６番２ 平成２７年１２月１８日

愛 媛 県 報平成２７年１２月１８日 第２７３４号

１１８８



所 在 地
土 地 建 物

予 定 価 格
地 目 地 積 種 類 構 造 床 面 積

松山市祝谷四丁目８７３番２ 宅 地 ９４７．０１�

寄 宿 舎 鉄筋コンクリート造
陸屋根５階建 １，３３４．０８�

８４，７６８，０００円

ポ ン プ 室 コンクリートブロッ
ク造陸屋根平家建 ４．６２�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２７年１２月１８日（金）から平成２８年２月５日（金）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部総務管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの

に限る。以下同じ。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２８年２月５日（金）午後５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交付場所並びに問合せ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２８年１月１５日（金）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２８年２月１９日（金）午前１１時

� 入札及び開札の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁本館２階 総務部入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第９８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２７年１２月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１６７，１５０

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，３４３

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４５，８９４

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格以上で最高価格をもって有効な入札を

行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５２，６７６ １７，５５９

伊 予 市 ３１，５１２ １０，５０４

四 国 中 央 市 ７４，４４９ ２４，８１７

西 予 市 ３４，４３８ １１，４８０

東 温 市 ２７，７４２ ９，２４８

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，２２８ １４，４１０

南 宇 和 郡 １９，９２２ ６，６４１

松山市・上浮穴郡 ４２９，２４７ １３８，２０８

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４１，９０７ ４７，３０３

宇和島市・北宇和郡 ８０，７０４ ２６，９０２

八幡浜市・西宇和郡 ３９，７３３ １３，２４５

新 居 浜 市 ９９，９４６ ３３，３１６

西 条 市 ９１，６４６ ３０，５４９

平成２７年１２月１８日 発行
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